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厚木インター南部中心地区地区計画 
 

都市計画決定年月日 当初決定 平成４年７月24日 厚木市告示第 ８５号 

                         最終変更 平成30年４月１日 厚木市告示第 ８１号 

名   称  厚木インター南部中心地区地区計画 

位   置  厚木市岡田及び酒井地内 

面   積  約 １３．６ｈａ 

地区計画の 

目 標 

 本地区は、厚木業務核都市推進基本計画に基づき整備が進められる業務施設

集積地区のひとつである東名厚木インターチェンジ周辺地区内に位置し、厚木

市南部の拠点の形成を図るため、本市の主要産業の一つである物流及び関連業

務等の配置を行い、高度情報システムを活用した新たな物流業務拠点の形成を

図るとともに、ゆとりとアメニティをもった整備を行う。 

 そのため、本地区計画では、以下に示す方針にそって、民間等の開発事業を

適切に誘導し、計画的な市街地形成を図ることを目標とする。 

 １．研究系及び生産系産業と連携する物流・情報・業務商業の拠点地区の形

成 

 ２．自動車交通に対する市の玄関口としてのシンボル地区の形成 

 ３．多様な物流活動を支援する強力な高度情報通信基盤・システムの構築 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の 

方 針 

 高次な情報通信基盤を備えた物流・情報・業務商業拠点の形成を図るため土

地利用の方針を以下のように定める。 

 １．地域環境に好影響を与える業務・情報を主体とした機能配置を行う。 

   ・｢サテライトビジネスパーク地区｣において、複合機能をもったインテ

リジェントビル及び拠点施設の導入を図る。 

   ・「業務・商業地区」において、「サテライトビジネスパーク地区」と連

携する機能の導入を図る。 

   ・｢物流・業務地区｣において、物流の高次化・情報化を支援する機能及

び本地区を支える都市的サービス機能の導入を図る。 

 ２．公園及び緑化空間の創出によるアメニティ空間の創出を図る。 

   ・壁面後退の実施により、歩道空間の充実を図る。 

   ・デッキや屋上広場を配置することによりアメニティ空間の充実を図

る。 

公共施設等の 

整 備 方 針 

 本地区については、土地区画整理事業によって都市基盤が整備されている

が、本市の南部産業拠点地区にふさわしい交通環境を生みだすために、交通施

設等の整備方針を以下のように定める。 

 １．本地区と鉄道駅とのアクセシビリティを高めるために、シャトルバスの

導入を図るとともに、地区内にバスバースを設置し、利用の利便性を高め

る。 

 ２．安全・快適な歩行者空間の確保を図るため、道路に沿って歩道状の公開

空地を確保する。 

 ３．土地区画整理事業によって整備されている公園に加え、「サテライトビジ

ネスパーク地区」敷地内に広場、屋上広場等の公開空地を配置し、良好で

ゆとりのあるオープンスペースを確保する。 

 ４．地区内において多数の発生が予測される駐車需要に対応するため、「業

務・商業地区」及び「物流・業務地区」において適切な形式・規模の駐車

施設を配置する。 
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区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

建築物等の 

整備の方針 

 建築物の整備の方針を、各地区特性に応じて以下のように定める。 

 １．サテライトビジネスパーク地区 

   本地区の中でも、東名高速道路インターチェンジに近接し、シンボリッ

クな立地にあり、ランドマークとなる施設建築物を配置する。容積率を有

効に活用するとともに、スカイラインにめりはりをつけるために、高層部

と低層部を適切に組み合わせて配置する。 

   また複合機能拠点としての機能発揮を行うために、本厚木駅周辺地区の

機能分担を図る業務施設や、インター南部地区周辺の流通関連業務施設及

びサービス・利便施設等の配置を行う。 

 ２．業務・商業地区 

   本地区への主要なアプローチ道路である国道１２９号を挟み地区の玄関

口にあたるところであり、地区を印象付けるにぎわいやアメニティのある

業務・商業施設を配置する。 

   地区の特性からにぎわいやアメニティを高めることができるように建築

物のデザインに配慮する。 

 ３．物流・業務地区 

   業務施設及び物流の高次化・情報化を支援する施設を配置する。 

再
開
発
等
促
進
区 

面   積  約３．０ｈａ  

土地利用に 

関 す る 

基 本 方 針 

 

高次な情報通信基盤

を備えた物流・情報・業

務拠点の形成を図るた

め土地利用の方針を以

下のように定める。 

地域環境に好影響を

与える業務・情報を主体

とした機能配置を行う。 

・｢サテライトビジネ

スパーク地区｣にお

いて、複合機能をも

ったインテリジェ

ントビル及び拠点

施設の導入を図る。 

 

主要な公共施設 

の配置及び規模 

(２号施設) 

 

サテライトビジネスパ

ーク地区 

道路（Ｗ＝１６ｍ Ｌ

＝約１４５ｍ） 
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地
区
整
備
計
画 

地区施設 
の 配 置 
及び規模 

歩道状空地 約２，２１５㎡ 約４，１００㎡ ― 

広場状空地 ― 約３，９００㎡ ― 

ペデストリ 
アンデッキ 

― 約１，８５０㎡ ― 

建築物等に 
関する事項 

地
区
の
区
分 

区分の 
名 称 

業務・商業地区 
サテライトビジネス 

パーク地区 
物流・業務地区 

区分の
面 積 

約 ４．４ｈａ 約 ３．０ｈａ 約 ６．２ｈａ 

建築物等の 
用途の制限 

次の各号に掲げる用途以外の建築物は建築してはならない。 

(1) 事務所 
(2) 物品販売業を営む
店舗(風俗営業等の規
制及び業務の適正化等
に関する法律〔昭和23
年法律第122号〕第２
条第６項第５号に規定
する営業の用に供する
ものを除く。) 

(3) 飲食店（風俗営業等
の規制及び業務の適正
化等に関する法律第２
条第４項に規定する営
業の用に供するものを
除く。） 

(4) 集会場 
(5) 展示場 
(6) スポーツの練習場 
(7) 自動車修理工場 
(8) 倉庫 
(9) 自動車車庫 
(10) 劇場、映画館、演芸

場又は観覧場 
(11) トラックターミナ

ル（自動車ターミナ
ル法〔昭和34年法律
第 136 号〕第２条第
６項に規定するトラ
ックターミナルをい
う。）その他貨物の積
卸しの用途に供する
建築物 

(12) 荷さばき場（流通
業務市街地の整備に
関する法律〔昭和 41
年法律第 110 号〕第
５条第１項第４号に
規定する荷さばき場
をいう。）の用途に供
する建築物 

(13) 歩廊、渡り廊下そ
の他これらに類する
建築物 

(14) 巡査派出所、公衆
電話所その他これら
に類する公益上必要
な建築物 

 

(1) 事務所 
(2) 物品販売業を営む

店舗(風俗営業等の規
制及び業務の適正化
等に関する法律〔昭和
23 年法律第 122 号〕
第２条第６項第５号
に規定する営業の用
に供するものを除
く。) 

(3) 飲食店（風俗営業等
の規制及び業務の適
正化等に関する法律
第２条第４項に規定
する営業の用に供す
るものを除く。） 

(4) 診療所(患者の収容
施設を有するものを
除く。) 

(5) 集会場 
(6) 展示場 
(7) スポーツの練習場 
(8) 地域冷暖房施設(熱
供給事業法〔昭和47年
法律第 88 号〕第２条
第２項に規定する熱
供給事業の用に供す
る施設である建築物
をいう。) 

(9) 歩廊、渡り廊下その
他これらに類する建
築物 

(10) 巡査派出所、公衆
電話所その他これら
に類する公益上必要
な建築物 

(11) 前各号の建築物に
附属するもの 

(1) 事務所 
(2) 物品販売業を営む

店舗(風俗営業等の規
制及び業務の適正化
等に関する法律〔昭和
23年法律第122号〕第
２条第６項第５号に
規定する営業の用に
供するものを除く。)
の用途に供する建築
物で、売場の床面積の
合計が150平方メート
ル以下のもの 

(3) 飲食店（風俗営業等
の規制及び業務の適
正化等に関する法律
第２条第４項に規定
する営業の用に供す
るものを除く。） 

(4) 金属板、金属線、紙
若しくは合成樹脂の
切断、木材の引割り、
製氷又は冷凍の事業
の用に供する工場 

(5) 農産物、畜産物又は
水産物の処理又は加
工の事業の用に供す
る工場 

(6) 自動車修理工場 
(7) 建築基準法〔昭和25
年法律第201号〕別表
第２(ぬ)項第１号及
び第３号に掲げる工
場以外の工場(前３号
に掲げる工場を除
く。)で、作業場の床面
積の合計が300平方メ
ートル以下のもの 

(8) 卸売市場の用途に
供する建築物 

(9) 倉庫 
(10) 自動車車庫 
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地
区
整
備
計
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建築物等に 

関する事項 
建築物等の 

用途の制限 

(15) 前各号の建築物に
附属するもの 

 
(11) トラックターミナ

ル（自動車ターミナ
ル法〔昭和34年法律
第136号〕第２条第
６項に規定するトラ
ックターミナルをい
う。）その他貨物の積
卸しの用途に供する
建築物 

(12) 荷さばき場（流通
業務市街地の整備に
関する法律〔昭和41
年法律第110号〕第
５条第１項第４号に
規定する荷さばき場
をいう。）の用途に供
する建築物 

(13) 自動車に直接燃料
を供給するための建
築物 

(14) 洗車の用に供する
建築物 

(15) 建築基準法別表第
２(ぬ)項第４号の規
定により建築基準法
施行令〔昭和25年政
令第338号〕で定め
る数量以下の危険物
の貯蔵又は処理に供
する建築物 

(16) 歩廊、渡り廊下そ
の他これらに類する
建築物 

(17) 巡査派出所、公衆
電話所その他これら
に類する公益上必要
な建築物 

(18) 前各号の建築物に
附属するもの 
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地
区
整
備
計
画 

建築物等に 
関する事項 

建 築 物 の 

容 積 率 の 

最 高 限 度 

― １０分の４０ ― 

ただし、建築基準法施行令第２条第１項第４号及び同第２条第３項を準用する。 

建 築 物 の 

建ぺい率の 

最 高 限 度 

１０分の６ １０分の６ ― 

壁面の位置 

の 制 限 

 建築物の壁又はこれ
に代わる柱の面から道
路境界までの距離は、歩
道未整備箇所について
は２．０ｍ以上とする。 
 また、歩道整備箇所の
うち歩道幅員が２．０ｍ
に満たない箇所につい
ては、車歩道境界までの
距離を２．０ｍ以上とす
る。 
 ただし、歩廊、渡り廊
下その他これらに類す
る建築物については、こ
の限りでない。 

 建築物の壁又はこれ
に代わる柱は、計画図に
示す壁面線を超えて建
築してはならない。 

 建築物の壁又はこれ
に代わる柱は、計画図に
示す壁面線を超えて建
築してはならない。       
ただし、次の各号のい

ずれかに該当する建築
物については、この限り
でない。 
(1) 歩廊、渡り廊下その
他これらに類する建築
物 

(2) 本規定が定められ
た際、現に存する建築
物を増築、改築、大規
模の修繕又は大規模の
模様替えをする場合に
おいて、当該規定に適
合しない現に存する建
築物の部分 

建築物の 

高 さ の 

最高限度 

― １１５ｍ ― 

建 築 物 の 

形 態 又 は 

意匠の制限 

 建築物の外壁等の色彩は、周辺環境に配慮した落着きのある色調とする。 

 

「区域、再開発等促進区の区域、地区の区分、主要な公共施設の配置、地区施設の配置及び壁面の位置の制限

は、計画図表示のとおり」 

 

 

 

 

厚木市都市みらい部 都市計画課 都市計画係 

電話 046-225-2401（直通） 

 


